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高等学校の教員免許状は教科毎の免許状となる。教員を目指す者は、教員の免許

状授与の所要資格を得させるための大学の課程（以後、「教職課程」と略す）にお

いて、教育職員免許法及び教育職員免許法施行規則の定める科目を履修しなければ

ならない。すなわち、「教科に関する科目」「教科又は教職に関する科目」「教職

に関する科目」より必要な単位数を取得する必要がある。本稿では、「教科に関す

る科目」に注目し、久留米大学文学部心理学科の高等学校公民の教員養成における

「教科に関する科目」のあり方について検討し、2018年度からのカリキュラムの見

直しについて報告する。	

	

1．教育職員免許法施行規則の「教科に関する科目」 

 

日本の教員養成は教育職員免許法（昭和 20	年 5	月 31	日公布）と関連法規によっ

て包括的に規定されており、免許取得に必要な最低修得単位数は「教科に関する科

目」20	単位、「教科又は教職に関する科目」16	単位、「教職に関する科目」23	単

位と定められている。さらに、免許法施行規則第四条別表によれば、公民教員養成に

おける「教科に関する科目」は「法律学（国際法を含む。）、政治学（国際政治を含む。）」

「社会学、経済学（国際経済を含む。）」「哲学、倫理学、宗教学、心理学」に分かれ

ている。	

久留米大学文学部心理学科では、高等学校公民の教員免許を取得できるようカリ

キュラムが準備されており、課程認定申請を行っているが、当学科のカリキュラムポ

リシーは教員養成に特化したものではないため、公民の教科科目に該当する科目が

十分に準備されてかどうかについては議論の余地があった。	

	多くの開放性の教員養成を行っている大学では、公民はもっとも教員免許が取得し

やすい教科であり、課程申請を行っている学部・学科は非常に多い。本学でも、人間

健康学部と文学部国際文化学科を除く全ての学部・学科（文学部社会福祉学科、文学

部情報社会学科、文学部心理学科、法学部国際政治学科、法学部法律学科、経済学部

経済学科、経済学部文化経済学科、商学部商学科）で取得できる。	

文部科学省の資料によると、平成 28 年度時点で高等学校公民の免許が取得できる

大学の学部は教育学部、社会学部、人間社会学部、経済学部、農学部、文学部、法学
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部、社会福祉学部、商学部、等と多岐にわたっている。学科・コース等の専攻別にカ

ウントすると、1075 専攻に及ぶ。これは、国語免許が取得できる専攻数が 214、英語

が 447、数学が 455、理科が 748 と比べると非常に多いことがわかる。そのうち社会

科学系の学部の中の社会系の学科（経営学科、法律学科、政治学科等）が大部分を占

め、その中で心理学部、学科、は約 51 件で、その中の公民の教員免許を取得するた

めの「公民コース」を設けている例を除くと約 45 件であり、全体の約 3.7％を占め

るにすぎず、公民の教員免許が取得できる学部・学科・コースの中で「心理学」を専

攻する学生は少数派であるといえよう。もちろん、どの大学においても心理学部（学

科、コーズ）以外の学部・学科・コースで開講している科目を取得することで教科に

関する内容を習得するように規定しているため、教科に関する学習を行うことは十

分可能であると考えられるが、心理学という学問領域がどの程度公民という教科と

関係があるかという議論はほとんどなされていないと思われる。	

	

2．心理学科で学ぶ公民の教科内容 

 

以上の状況を踏まえ、次に高校公民の教科書の索引を参考に公民で学ぶべき内容

と、本学の心理学科で開講している心理専門科目のシラバスにもとづき、両者がどれ

だけ対応しているかを明らかにし、心理学科のカリキュラムが公民の教員養成にお

いてどのような役割を果たしているかを論じる。	

本学において、	2017 年度までは、心理学科の専門科目の中の公民の教科に関する

科目は「健康心理学」「家族心理学」「カウンセリング心理学」「社会心理学Ⅰ・Ⅱ」

「認知心理学Ⅰ・Ⅱ」「知覚心理学Ⅰ・Ⅱ」「福祉心理学」であった。文科省の資料で

は、公民の教科に関する科目を構成する科目のひとつを「心理学」としているだけで、

公民の学習指導要領と心理学の領域を具体的に対応づけた資料はほとんどない。そ

こでこれらの科目が高等学校の公民の内容と対応しているかどうかを確かめるため、

高校公民の教科書から心理学分野と関連のあるキーワードを抜き出し、本学で開講

している科目とその内容とを対応づけていた結果、それぞれのキーワードが心理学

のどのような領域と関連があるかを示したものが表１である。	

 

表１ 「現代社会」（東京書籍 平成２７年度発行）の内容と心理学領域の対応および 

    本学における担当者	
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1 キーワード ページ 対応する章・節のタイトル 対応する心理学領域 担当者

2 生命倫理（バイオエシックス） 17 科学技術の発達と生命 知覚心理学 原口雅浩

3 脳死 17 科学技術の発達と生命 知覚心理学 原口雅浩

4 バイオテクノロジー 18 科学技術の発達と生命 知覚心理学 原口雅浩

5 ゲノム 19 科学技術の発達と生命 知覚心理学 原口雅浩

6 クローン 19 科学技術の発達と生命 知覚心理学 原口雅浩

7 コージェネレーション 13 環境問題 社会心理学 浅野良輔

8 安楽死 17 科学技術の発達と生命 健康心理学 津田彰

9 クオリティ・オブ・ライフ 17 科学技術の発達と生命 健康心理学 津田彰

10 生命の質 17 科学技術の発達と生命 健康心理学 津田彰

11 生命倫理 17 科学技術の発達と生命 健康心理学 津田彰

12 尊厳死 17 科学技術の発達と生命 健康心理学 津田彰

13 インフォームド・コンセント 18 科学技術の発達と生命 健康心理学 津田彰

コース
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（表１の続き） 
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（表１の続き） 

	

 

3．本学における公民に関する教科の見直し 

	

	 この表から明らかになったのは、公民の中の心理学に関連する内容は、主に「健康

心理学」「社会心理学」「家族心理学」「臨床心理学」「発達心理学」「心理学史」「福祉

74



 

5 

心理学」の主に 7 領域でカバーできるということである。2017 年の本学の学則で規

定されている科目と照合すると、「健康心理学」「家族心理学」「カウンセリング心理
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心理学科における公民の教科に関する科目を表２に示す。（注１）	
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対照表	

	

	

（注 1）	 科目名称は、公認心理師法に定める科目名に対応するための学則変更に伴

い、2018 年度から以下のように変更予定である。「心理学Ⅰ」を「心理学概論Ⅰ」
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「心理学的支援法」に、「健康心理学」を「健康・医療心理学」に「知覚心理学Ⅰ」
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の免許資格を取得することのできる大学	 通学課程	 一種免許状	

高等学校教科書	 現代社会東京書籍	 2017年度版	

久留米大学	教職課程履修の手引き	 2017年度版	

免許法施行
規則に定め
る科目区分

変更前 変更後 単位数 配当年次

健康心理学 健康・医療心理学（科目名変更） 2 2

家族心理学 社会・集団・家族心理学（科目名変更） 2 2

ｶｳﾝｾﾘﾝｸﾞ心理学 心理学的支援法（科目名変更） 2 2

社会心理学Ⅰ 社会心理学（科目名変更） 2 1

社会心理学Ⅱ 産業・組織心理学（科目名変更） 2 2

認知心理学Ⅰ 発達心理学Ⅰ（新規） 2 1
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知覚心理学Ⅱ 心理学概論Ⅰ（新規） 2 3

福祉心理学 福祉心理学（変更なし） 2 2

「哲学・
倫理学・
宗教学・
心理学」
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